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 尖閣諸島漁船捕獲問題、日本では大きな

問題になっている。しかし中国の民衆レベ

ルでの反応は、小さい。むしろ、台湾に投

げかけられた問題のほうが多い。台湾は、

何を目指して動いていくのだろうか。  

 

 尖閣諸島漁船捕獲問題は、日本の国家な

らびに日本人に対して戦後処理の曖昧さを

突きつけることになった。非難すべき問題

は豊富だ。沖縄検察は政治判断をしてもよ

いのか。船長の釈放は、正しかったのか。

政府民主党は、釈放にあたり政治判断をし

ていないのか。フジタ社員を釈放と引き換

える裏取引ができなかったのか。レアアー

ス問題は、予想できていたことなのに代替

措置を考えていなかったのか。更には、小

澤氏を筆頭としての訪中団は意味があった

のか。天皇陛下を謁見させ貸しを作ったは

ずではないのか。元伊藤忠の丹羽中国大使

は、中国政府と太いパイプを持っているの

で任命されたのではないのか。経済大使に

外交は無理だったのを、過信しすぎたので

はないか。釈放問題の意思決定は、誰がど

ういう過程で決定したのか、等々。 

 

■お隣マカオでは 
 

 一方、中国ではこの問題に対し一般大衆

レベルではきわめて冷静に対応している。

何も起こっていないというに等しい。私は

事件発生当時マカオにいたが、NHK国際放

送が突然映らなくなった。翌日には映った

のだが、今度は画像に対して音声が出るま

で数秒かかった。NHK報道に関して検閲が

行われていたようだ。しかし現地では何も

なかった。高級カジノホテルでは、ネット

ワーク販売会社の世界大会が行われてお

り、驚くことに日本の国旗を高く掲げた日

本人集団が、ホテルのロビーを闊歩してい

た。私のほうがドキドキしてしまった。一

方、メディアを使用した中国共産党政府は

ニュースとして大きく取り上げ、日本に対

しての圧力と検閲を強化していた。民衆レ

ベルは冷静であり、政府との二重構造が明

Page 1 

らかになった。陰謀論としては、日本を

支配下に置くための綿密な作戦とか、東

南海洋利権を占拠するための実験的挑戦

とか、中国上海閥と北京閥の戦いである

とか、アメリカ政府の普天間問題解決の

布石である、といろいろあるが、確証が

あるわけでは無いので歴史の結果にゆだ

ねようと思う。ひとつだけ私にもわかる

事は、権力と財産を持ったものは、決し

て手放すことはなく、広げようとする意

思があるということだ。 

 

■台湾人にとって尖閣諸島とは 
 

 さて、今回この問題をテーマにしたの

は、台湾で何が起こっているのか、を皆

様に知ってほしいからだ。実は、外交に

負けたのは日本ではなく、一番の負けが

台湾ではないのか、という議論が生じて

いる。中国から台湾に戻って数日後「自

由時報」会長の呉阿明氏から電話をいた

だいた。「自由時報」は台湾で一番売れ

ている新聞である。台北で開催した日本

酒会に記事を掲載していただいたので、

そのお礼をしたためたところ、直接連絡

をいただいた。そこで尖閣諸島問題に話

が及び、日本の皆さんにも台湾には、い
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が、尖閣問題当日に堂々と通っていった。  
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【㈱スナーク 富田】 

ろいろな考えがあることを知ってほしいと要請を受け

たのだ。釣魚台(尖閣諸島)防衛隊連合なる漁船が、台

湾から突進してきたのをニュースで見た方も多いと思

う。台湾は、親日的であるのに、この問題に関しては

反日的になることを意外に思った方も多いと思う。結

論から言うと、国民教育として、尖閣諸島が台湾のも

のであるという刷り込みされたことに問題がある。台

湾の若い世代に聞けば、ほぼ全員が尖閣諸島は台湾領

土であると言うだろう。  

 

 しかし、よく考えてほしい。仮に、尖閣諸島が台湾

「国」の領土であれば、中国漁船が台湾領海に侵入し

たのだから、抗議する相手は、日本ではなく中国では

ないのか、という疑問。しかし台湾政府は、中国では

なく日本に対して抗議をしたのは周知の事実。奇妙な

話だ。台湾政府広報部が記者会見をしたとき、この矛

盾を突いたのが日本の時事通信社記者である。しかし

現場にいた多数の台湾人記者から罵られ、騒然となっ

たとニュースになった。このあたりが台湾の位置の複

雑で奇妙なところである。では台湾最大の新聞社社説

では、どのように述べているのか｡ただし自由時報は、

戦後台湾を占拠した外省人国民党政府に対し本来台湾

にいた本省人寄りの新聞であることを頭に入れていた

だきたい。  

 

 以下、自由日報(2010年９月23日)より。 
 

「尖閣諸島主権問題はどの国の争いか」 
 

 尖閣諸島問題での馬英九台湾総統政府と釣魚台連合

の立場がおかしい。日本記者が記者会見で刺した一針

で血が吹き出した。中国漁船の尖閣侵入で「中華民

国」はどのような立場なのか？今回は、日中問題なの

か、日中台問題なのかとの質問だ。中国の立場ははっ

きりしている。尖閣諸島は台湾に属し、台湾は中国の

主権下にある。だから尖閣諸島は中国のものである。

こうすることで日台関係を破壊する事が中国の目的で

もある。中華民国政府が尖閣諸島の法的主権を主張す

る根拠は脆弱だ。なぜなら米国により日本へ琉球諸島

(含尖閣諸島)が返還されたとき何も異議を出さなかっ

た。対し中国は、日本が主権公開した５ヵ月後、1970

年12月３日に尖閣諸島の主権を言い始めたのである。

当時、国民党政府は、香港と米国留学生の圧力を受け

1971年２月にやっと初めて尖閣諸島領有権を主張し始

めたのである。それから三カ国問題となった。現在、馬

政府の立場は曖昧で、「中華民国」領海に「中国」漁船

が侵入したのに中国に対して何も異議を申し立てていな

い。台湾外交部の声明は「我が漁船」「我が政府」「我

が領海」「わが国の固有領土」と言うだけで、一切「中

華民国」「台湾」の主語を使わない。こんな国があるの

か。馬政府は「三国」となることを恐れている。1970年

代、中国が尖閣列島主権問題を民族情緒問題にすり替え

火をつけた時、中国と台湾統一派は民族感情をあおり、

反日、日台分裂をもくろみ大陸と台湾併合を試みた。

「中華」の名を持って「尖閣を守る」を旗印に、マカオ

と香港の中国人をも巻き込んだのだ。台湾は「尖閣諸島

主権問題」以前に、自国「台湾主権国家」を守る事が先

では無いのか。中国が台湾主権の領有を主張し、馬政府

が台湾主権国家の立場を堅持しない、つまり台湾がもし

主権国家でないなら尖閣主権をどんな立場で主張してい

るのか？ 

 

■切り離せない台湾と大陸 
 

 結論から言うと、多くの台湾人は、漠然と現実を受け

入れ始めているように思える。元気な台湾人長老を除け

ば、台湾が香港とマカオと同じく特別自治区となる現実

を見据えている。知識層の台湾人にも彼らは沈黙するば

かりだ。ECFAに代表されるよう、大陸市場抜きで両岸経

済問題はもう語る事ができない。独立を声高に叫んでも

経済面で、併合、恫喝されてしまえば、何もできないの

が台湾である。浮き彫りにしてしまったのが、今回の尖

閣諸島問題である。(台湾統一派は、ほくそ笑む)11月末

に台湾で五大都市選挙がある。この時に台湾民衆の意思

がはっきりするだろう。注目したい。  

 

 では、日本は何をすべきか。資本主義国家を存続させ

るためにも台湾人の知恵を借り、大中華圏市場を共同作

業開拓するというのも有りであろう。また、お互いのコ

ミュニケーションツールである、日本語、中国語(台湾

語含む)言語を理解し、相互文化を本質的に理解し、誤

解が無いよう努める事が大事と思う。つまり教育の問題

である。そして安全保障問題も真剣に考える時期に来た

と思う。また、台湾企業が中国から逃避し始めたという

ニュースは、正しくない。単に人件費の高騰等、経済コ

ストの問題と私は見ている。 

マカオのカジノも中華系の人たちでいっぱい。景気の良さを感じる。  
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 中国での日系企業の進出先というと上海や広州が有

名だが、ここ２～３年で急成長をし、今まさに注目を

浴びている中国の東北地方の現状について説明する。 

 

■中国東北地方とは 
 

 まず、中国東北地方と言うと多くの場合、以下の３省

を指し、東北３省とも呼ばれる。（ ）内は省都  

 ・黒竜江省（ハルピン） 

 ・吉林省(長春) 

 ・遼寧省（瀋陽） 
 

 下の表１を見てい

た だ き た い。こ れ

は、東北３省の省都

と上海市の経済概況

を比較したものであ

る。 
 

 

 GDP総額や人口などでは上海市が東北３省に大きく差

をつけているが、GDP総額・社会消費品小売販売総額・

年間平均可処分所得の成長率では、東北３省が逆に上海

を大きく離している。また、瀋陽・長春・ハルピンいず

れの都市のGDP成長率も、日本が高度経済成長期に体験

した1960～70年代の10％前後を上回っており、この成長

率は2009年の全中国平均である＋8.7％も超え、中国の

経済成長の大きな牽引力になっている。つまり、今まさ

に成長過程にあり、今後大きく期待できる市場といえる

だろう。 
 

 では、なぜ今東北３省が成長しているのだろうか。 

 

■東北３省が成長する理由 
 

 東北３省の成長は、経済政策の成功をおいては話す事

ができない。「東北振興※１」、「東北地区振興計画※

２」などの経済政策が成功し、地域間の協調を前提とす

る政策により民間企業同士のより自由な交流が進んだ。

また民間主体の発展のため、外資の参入もしやすく、投

資件数、金額ともに大きく伸びた。 

 

※１「東北振興」政策：もともと東北３省は国営の赤字

重工業企業が多く、老工業基地と揶揄されるほどで

あったが、政府主体で進む西部の開発と異なり、東

北は企業や各省の自主性を尊重し、市場原理を最大

限に利用した開発を進める政策。 
 

※２「東北地区振興計画」：前述の「東北振興」の改善

政策。注目すべき点として「地域内の協調による発

展」が明記された事がある。哈大経済ベルト（ハル

ピンー大連）や遼寧沿海経済ベルトを構築。 

 

■中国東北地方のこれから、そして如何に日系企業は 

 参入するのか 
 

 東北地方は、元来重工業と農業を中心とした地域で

あったが、前述の通り国家戦略に後押しされ、近年、高

新（ハイテク）技術産業明蝶が目覚ましい状況である。

特に外資系も多数参入するIT企業の重要拠点である大

連、国家レベルの重要施策である瀋陽のハイテク産業開

発区を中心に近年盛り上がるソフトウェア産業、トヨタ

自動車の合弁先でもある長春の第一汽車を中心とした自

動車産業（2012年に新工場がスタート）、ハルピン国家

バイオ産業基地を中心としたバイオテクノなど、今の中

国に置いての急成長産業の主要拠点を複数有している。 
 

 実際に弊社にも、前述の産業に従事する日系企業から

中国東北地方に関する問い合わせは非常に増えており、

急成長する市場に、いかに早期に参入完了するか、まさ

に競争の真最中という感覚だ。ただし、確かに市場とし

ては魅力的な爆発力を持っているが、逆に急速なグロー

バル化が進んでいる。米国、ヨーロッパから業界最大手

企業が続々参入しており、緩慢に構えていては決して結

果の出せない厳しい環境でもあると思う。日系企業は、

そのような諸外国企業と競争する際に、効率的なロジス

ティクスの構築により、欧米諸国と比較した場合の地理

的な近さを如何に有効活用するか、世界有数の技術やノ

ウハウが生かせる分野や現地パートナーを見つけられる

か、そのあたりがポイントになって来ると思われる。 

 

中国東北地方の現状について 

ヘリックスジャパン㈱がご紹介します 

表１ 東北３省の省都と上海市の経済概況 

＜次頁へ続く＞ 
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■中国吉林・北東アジア投資貿易博覧会について 
 

 前述の中国東北地方の状況を踏まえて、実際に鳥取県

の企業が参加した中国吉林・北東アジア投資貿易博覧会

（以下、北東アジア博覧会と略称）を振り返りたい。 
 

 北東アジア博覧会は、中華人民共和国国務院の承認の

下、中華人民共和国商務部、中華人民共和国国家発展と

改革委員会、吉林省人民政府が共同で主催する国際的な

地域総合博覧会である。また、世界で唯一の、北東アジ

ア六ヶ国が共同参与する、北東アジア地域協力をテーマ

とした国際的な地域総合展示会でもある。第六回目とな

る本年は2010年９月２日～６日の間、長春国際会議展示

センターで開催され、鳥取県からは、以下（表２）の企

業が参加した。 
 

 代理店条件の調整など、博覧会以降の展開に期待が持

てる会社もあった。弊社の支援としても初めての取り組

みであったため、課題が残る部分もあったが、急成長を

遂げる中国東北地方の企業が優れた知識とノウハウを持

つ日本商品やその製造技術に興味を寄せていることは間

違いなく、今後も日系企業の商品を中国企業が買う、と

いう構図は拡大をし続けると思われる。 

■ヘリックスジャパン株式会社について 
 

 弊社は、東京と遼寧省瀋陽市に事務所を持ち、東北～

河北域を得意とする中国進出支援専門のコンサルティン

グ会社です。中国進出の事業設計から、国際・中国国内

のロジスティクス構築、営業やマーケティングの戦略立

案から実行、合弁先の開拓からその要件調整などの法人

設立支援サービスなど、中国進出に必要な様々なノウハ

ウとその実行をサービスとして提供しております。 
 

 各事業フェーズに適切な料金体系をご提案差し上げま

すので、まずはご連絡ください。 
 

※中国は非常に広大なため、対象参入地域によって、提

供可能なサービスに幅があります。予めご了承ください

ませ。 
 

【問い合わせ先】 

東京都港区芝浦4-12-35 Lattice Shibaura 403 

TEL 03-6435-0508 

FAX 03-6435-0504 

E-Mail info@helix-japan.com 

表２ 北東アジア博覧会2010 鳥取県出展概要 

輸出入をされる方はご注意ください 

インコタームズ2010が2011年１月１日から発効します 

 国際貿易取引の基本的な取引条件を定めたインコ

タームズ（Incoterms）の改訂版が９月27日に発表され

た。10年ぶりの改訂であり、貨物輸送の安全強化や商

取引での電子通信の活用に配慮するとともに、使用す

る規則の数をこれまでの13から11に減らすなど、より

使いやすいものとなっている。インコタームズ2010

は、2011年１月１日から発効する。 

 

■インコタームズとは 
 

 インコタームズは、貿易実務に関する誤解や紛争を

避けるため、1936年に国際商工会議所（ICC）が初めて

制定した貿易取引に関する国際的な統一規則。貨物の

引き渡し場所やリスクの移転、運送・保険・通関の費

用負担に関する基本条件を定めたもので、当事者同士

の合意の下に適用される任意規則だが、貿易の基本条

件として世界で広く使用されている。 

すべての輸送手段 EXY「工場渡」 

FCA「運送人渡」 

CPT「輸送費込」 

CIP「輸送費保険料込」 

DAT「ターミナル持込渡」 

DAP「仕向け地持込渡」 

海上・内陸水路輸送 DDP「関税込持込渡」 
FAS「船側渡」 

FOB「本船渡」 

CFR「運賃込」 

CIF「運賃保険料込」 

■インコタームズ2010 

【(財)鳥取県産業振興機構海外支援グループ 早川】 

【ヘリックスジャパン㈱ 代表取締役社長 小泉】 

参考：ジェトロ ホームページ 
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 今年も上海新国際展覧中心で、11月10日から12日の

３日間、中国最大の食品見本市であるFHC CHINAが開催

される。このような展示会や商談会、物産展を活用し

て、商品を中国で販売する場合、多くの企業は中国で

の販売代理店（以下、代理店と略称）を発掘し、そこ

を足がかりにして展開していく。つまり、自社の現地

法人を設立する場合は別として、中国での展開におい

て代理店の選定は最も大事な選択といえる。そこで、

今回は代理店契約を結ぶ前に留意したほうが良い点に

ついてまとめてみた。 

 

■代理店との関係 

 

【買取販売方式】 
 

 商品を代理店が買い取るため、日本企業にとってはリ

スクが小さいが、代理店にとってのリスクが大きいた

め、売上見込みが高く、短期間で中国市場に受け入れ

やすい商品でなければ難しい。 

 

【委託販売方式】 
 

 代理店が商品を買い取らずに預かって販売し、その販

売量に応じて日本側に売上金が支払われる方式。中国で

の販売実績がない場合や市場でどのような評価なのか未

知数の場合に、テスト販売として有効である。ただ、遠

隔地で情報連絡が不確実な場所において、第三者である

代理店に委託するため、リスクが伴うことに留意が必要

である。 

 

■代理店についての調査 

 

【代理店への訪問】 
 

 実際に代理店となる企業の本社や事務所等を訪問し、

会社担当者や責任者と会い、実在している会社か、今

後の業務の中でうまくコミュニケーションを取ってい

けるか、社内の雰囲気はどうかなど実際に自分の目で

確認しておくことが基本である。 

【書類の確認】 
 

 営業許可証（法定代表者、資本金、経営範囲、株主企

業、営業期限、設立年度）などを確認し疑問点があれ

ば直接質問し、納得のゆく回答があるかどうかも確認

したい。中国では、登録上と実際上の内容が異なる場

合も多いため、その差異が今後の業務に影響するもの

ではないかを十分に考慮しておくことも重要である。 

 

【代理店の取引先への訪問】 
 

 情報収集においては多面的であるほど客観性が高くな

る。当事者同士の情報交換も重要であるが、代理店の

卸売先あるいは小売先などの取引先を訪問し、代理店

に対する評価や販売売上状況などを確認できれば、な

お情報収集の幅が広がる。 

 

【信用調査】 
 

 工商局や税務局における財務データや販売状況デー

タ、株主情報等を把握しておきたい場合は、有料にな

るが信用調査サービスを提供する会社に依頼の上、入

手することができる。これにより信用が担保されるも

のではないが、今後の業務についての指針に対して参

考とすることができる。 

 

 外国企業にとって、中国でのビジネス活動を進めるに

あたり、提携する企業が信頼・信用できるかという問題

が最も基本的かつ重大な事項であるだろう。資金回収や

委託販売であれば適切な在庫管理など、ビジネスは信用

性の上に成り立っている。上記のような基本的な信用性

の問題がクリアになった上で、もう一方重要な点は、具

体的な販売活動における協力体制である。言わずもが

な、中国での販促活動や問題発生時の対応は、代理店が

窓口となって行うため、代理店の対応は、自社の信用問

題にも関わる。次回は、実際の販売活動の中で、把握し

ておくべき点についてご紹介する。 

 

＊「販売代理店との付き合い方②」は本誌第49号（12月 

  発行予定）に掲載する予定。 

最新的上海 ～現地レポート～ 31 

販売代理店との付き合い方① 

【㈱チャイナワーク 孫】 

FHC CHINA 2010概要 
 

日 時 2010年11月10日（水）～12日（金） 

    ９：30～17：00(最終日16：00まで) 

会 場 上海新国際博覧中心（SNIEC） 

主催者 華漢国際会議展覧（上海）有限公司 

規 模 35,000㎡（総展示面積） 

 

鳥取県出展概要 
 

６社１団体（右のとおり） 

企業名 出展品 

㈲一善や ロールケーキ ほか 

㈱かにじまん ベニズワイガニパウダー 

鳥取県境港水産物輸出入促進協議会 水産加工品 

㈱ゼンヤクノー 健康茶 

(農)広岡農場 二十世紀梨ｽﾊﾟｰｸﾘﾝｸﾞﾜｲﾝ ほか 

丸京製菓㈱ どら焼き ほか 

㈲ルウ研究所 コラーゲン 
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 前頁で上海コーディネーターが販売代理店との付き合

い方について紹介があったので、ここでは海外初心者向

けに海外での見本市・商談会・物産展を活用した、海外

販路開拓のコツをご紹介する。 

 

■鉄は熱いうちに打て！ 
 

国外に販路を見出すためには、まず、自社商品が現地

で受け入れられる可能性があるのかどうか、見極める必

要がある。そのために、現地の見本市・商談会・物産展

に参加することは大変効率的である。しかし、参加した

だけで終わってしまう非常にもったいないケースが時々

見られる。 
 

例えば、「バイヤーと名刺交換をした」「先方を訪問

して自社商品をＰＲした」というところまではよいが、

その後、先方からのアクションが来るまでじっと待って

いる、というようなケースである。特に、世界中から多

くの企業が売り込みに来ている中国上海のような地域で

は、積極的に粘り強くアピールしないと、その場ではい

い返事をもらっても、あっという間に忘れ去られてしま

う可能性が高い。他に類を見ないオンリーワンの商品で

あれば別であるが、実際に上海では今、日本産の多種多

様な商品が手に入る。 
 

また、中華圏では宴会を通して商談を進めることも多

い。宴会は相手の真意を知り本音で話をする場である。

商談が上手くいかない時には宴会を設定して招待すると

効果があるかもしれない。 

 

■展示会場の外でも情報収集を 
 

 見本市・商談会・物産展に参加する際、商品展示と商

談だけで終わらせるのは、ちょっともったいない。合間

を見て百貨店やスーパー、或いはレストランへ市場調査

に出かけたり、来場者からアンケートをとったり、いろ

いろな手段で情報収集をしていただきたい。 
 

 ある企業が行ったアンケートでは、商品に対する来場

者の感想はもちろん、その商品に支払ってもよいと思う

価格、自分用か贈答用か、どのくらいの頻度で購入する

か、などの設問に回答してもらい、その後の商品開発や

価格設定に役立てていた。 

 

■現地の言葉でレシピを提案 
 

 食品や飲料を海外へ売り込む際、バイヤーや一般消費

者から「どうやって食べる（飲む）の？」とよく尋ねら

れる。特に加工品は、電子レンジで温める物なのか、油

で揚げる物なのか、水で希釈するものなのか、現地の人

には説明がないと分からないものが多い。なので、商品

をただ置いているだけでは手に取ってもらえない。この

問題を解決するには、やはり現地の言葉で食べ方・飲み

方を提案して実際に食べてもらうことが必要となる。例

えば、レシピ（現地風のアレンジも可能）を書いて商品

に添付したり、調理の順序を説明しながら実演したり、

ということだ。因みに実演は、日本と同様かそれ以上の

集客効果があるので、特に物産展では、出来る限り実演

したい。 

 

■まずはチャレンジ 
 

 海外での見本市・商談会に一度参加しただけで成功し

たという話はほとんど聞かない。何度かチャレンジし、

可能性があると判断したバイヤーとはコンタクトを絶や

さないよう努力し、やっと成功を掴み取るケースが多

い。そこで鳥取県産業振興機構では、海外での見本市・

商談会における企業支援において、次のようなステップ

アップを目指している。 
 

《１回目》 

 可能性を模索するためのテストマーケティングの場。 
 

《２回目》 

 バイヤーとサンプル取引を始めるなど、土台作りを通

してビジョンを明確化する。場合によっては企業体制

の見直しなども必要。 
 

《３回目》 

 ニーズの顕在化と商談成立を目指し、事業を安定・拡 

 大する。 
 

以上は目安である。４回目以降は、信頼できる商社と

密な連携をとって取引安定を目指したり、定期的に現地

の物産展で一般消費者の認知度を高めたり、各社による

個別営業の強化が必要となる。 
 

海外へチャレンジしてみたいけれど、可能性があるか

どうかも分からず不安、という方は多いと思う。まず

は、県内貿易支援機関（鳥取県産業振興機構、ジェトロ

鳥取、鳥取県など）が出展支援する海外見本市・商談

会・物産展に参加されてみてはいかがだろうか。ご相談

をお待ちしております。 

海外販路開拓のコツ 

海外で可能性を探してみませんか？ 

【(財)鳥取県産業振興機構海外支援グループ 早川】 

昨年のFHC CHINA

鳥取県企業出展

の様子。８社１

団体が参加し、

会期中に203件の

商談が行われ

た。 
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編集後記 

 

とっとり貿易支援センター 

貿易に関する相談はこちらの窓口へ 
 

 

【東部窓口】 

■（財）鳥取県産業振興機構企業支援部 

 海外支援グループ 

 ℡ 0857-52-6703 

■ジェトロ鳥取貿易情報センター 

 ℡ 0857-52-4335 
 

【西部窓口】 

■㈱さかいみなと貿易センター 

 ℡ 0859-47-3900 

■境港貿易振興会 

 ℡ 0859-47-3905 
 

【その他関係機関】 

■境港管理組合港湾管理委員会事務局 

 ℡ 0859-42-3705   

■ジェトロ貿易相談デスク 

 ℡ 0859-45-2203   

 本誌『とっとり・グローバルウォッチ』では、皆様から、内容のご提

案や掲載されている情報へのご意見・ご感想をお待ちしておりますので

メールでお気軽にお寄せください。また、受信希望（無料）の方は下記

までご連絡ください。 

 

お問い合せ： (財)鳥取県産業振興機構 企業支援部 

          海外支援グループ（担当：早川） 

 

       E-mail：kaigai@toriton.or.jp   

       ℡：0857-52-6703 FAX：0857-52-6782 

 少子高齢化が問題化しているのは日本だけではなく、多くの国や地域で深刻

化しています。この世界的な“ピンチ”を“チャンス”に変えるべく、日本か

ら海外へ販路を模索している企業もあります。 
 

 つい先日も、総合介護サービスを手がけるある日本の企業が中国に合弁会社

を設立し、急速な高齢化が見込まれる中国で高齢者サービス事業を合弁展開す

るというニュースがありました。中国よりも一足先に高齢化を迎えた日本の技

術やノウハウを、今度は中国市場で活かすのです。 
 

 しかし、現在、中国国内の60歳以上の人口は1億6700万人。2010年までには

これが４億人にまで膨れ上がり、全人口の25％を占めると言われています。増

える高齢者に対し、一人っ子政策により減少している若い世代。高齢化問題

は、中国の若者にとって大問題となっているようです。【zao】 

お 知 ら せ 

「ニューヨーク国際ギフトフェア

2011冬展」のご案内 

 

 ジェトロでは、米国・ニューヨー

クで開催される北米最大規模の国際

ギフト総合見本市にジャパン・パビ

リオンを設けます。 

 

★会期：2011年１月30日～２月３日 

★会場：JacobK.Javits Convention 

 Center（ﾆｭｰﾖｰｸ） 

★出品対象物：デザイン性のある雑 

 貨・日用品、ギフト用品 

★申込締切：10月20日（水） 

★問合せ、申込先： 

 ジェトロ展示事業部海外見本市課  

 （担当：上野、和波、宇田川） 

 電話：03-3582-5183 

 FAX：03-3505-0450  

「カナダ食品見本市 

（CRFAショー）」のご案内 

 

 ジェトロでは、日本食のさらなる

海外普及を目的として、カナダで最

大級の食品見本市である同見本市に

ジャパンパビリオンを設置します。 

 

★会期：2011年３月６日～８日 

★会場：ﾃﾞｲﾚｸﾄ･ｴﾅｼﾞｰ･ｾﾝﾀｰ(ﾄﾛﾝﾄ) 

★ｼﾞｬﾊﾟﾝﾊﾟﾋﾞﾘｵﾝ：10小間 

 （1小間：3.3m×3.3m）（予定）  

★出品対象品：日本産の食品全般、 

 調理器具、食器等 

★申込締切：12月10日（金） 

★問合せ、申込先： 

 ジェトロ農林水産企画課 

 （担当：山本）  

 電話：03-3582-4966  

 E-mail：AFA@jetro.go.jp 

「Green Device 2010」出展海外 

企業との個別商談会のご案内 

 

 ジェトロでは、海外企業および既

進出外資系企業と日本企業との商談

会を開催します。 

 

★日時：2010年11月10日～12日 

    10：00～17：00 

★会場：幕張ﾒｯｾ 

    ｼﾞｪﾄﾛ海外企業出展ｿﾞｰﾝ 

★参加費：無料（ただし、Green 

Device 2010へは事前登録が必要

で、事前登録をされない場合に

は2,000円の入場料が必要です。 

★申込締切：11月３日（水） 

★問合せ、申込先： 

 ジェトロ地域支援課  

 （担当：濱野、二宮）） 

 電話：03-3582-5312 

 FAX：03-3505-1990 

＜訂正＞ 

本誌第46号「最新的上海～現地レポート～30」で商品名が間違っている箇所がありました。正しくは、マッサージ機→

マッサージチェア機、炊飯器→電気炊飯器、電気自転車→電動アシスト自転車、三朝温泉ミスト→三朝みすと です。 


